
(証券コード 1869)

令和元年６月７日

株 主 各 位
名古屋市中村区名駅一丁目１番４号
　　　ＪＲセントラルタワーズ34階

名  工  建  設  株  式  会  社

代表取締役社長 渡  　 清

第78回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第78回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くだ

さいますようご通知申しあげます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権

行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、令和元年６月26日（水曜日）

午後５時までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具

記

１．日 時 令和元年６月27日（木曜日）午前10時

２．場 所 愛知県清須市枇杷島駅前東一丁目１番１

名工建設株式会社　５階　会議室

３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第78期（平成30年４月１日から平成31年３月31日まで）　

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の

連結計算書類監査結果報告の件

２．第78期（平成30年４月１日から平成31年３月31日まで）　

計算書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 取締役10名選任の件

第２号議案 監査役４名選任の件
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４．インターネット開示についてのご案内

　当社は、本招集ご通知において提供すべき書類のうち、次に掲げる事項につい
ては、法令及び当社定款第18条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブ
サイト(http://www.meikokensetsu.co.jp/)に掲載しておりますので、本招集ご通知
提供書面には記載しておりません。

（１）連結計算書類の「連結注記表」

（２）計算書類の「個別注記表」

　従いまして、本招集ご通知提供書面に記載している連結計算書類、計算書類は、
会計監査人又は監査役が会計監査報告又は監査報告を作成するに際して監査した
連結計算書類、計算書類の一部であります。

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算
書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト
(http://www.meikokensetsu.co.jp/)に掲載させていただきます。
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（添付書類）

事　 業　 報　 告

（平成30年４月１日から
平成31年３月31日まで）

１．企業集団の現況に関する事項

(１) 事業の経過及びその成果

    　　当連結会計年度における我が国経済は、総じて企業業績は安定的に推移

　　　したものの、年度後半からは、米中貿易摩擦、英国のＥＵ離脱問題、新興

　　　諸国経済の減速など海外情勢の不確実性の高まりから、先行きの不透明感

　　　が増してきております。

　　　　建設業界におきましては、公共投資や民間投資は堅調に推移するものの、

　　　労務費や建設資材などの建設コストの上昇懸念や慢性的な人手不足なども

　　　あり、楽観できない状況にあります。

　　　　こうした中で、当社グループは第17次経営計画を策定し、４つの経営目

　　　標を掲げ、「安全と技術の名工」 「社員が誇れる企業」を目指し課題解

　　　決に取り組んできました。

　　　　当連結会計年度における当社グループの業績は、受注高は前期比11.0％

　　　増の92,491百万円となりました。売上高は前期比9.2％増の96,569百万円と

　　　なりました。利益面では、経常利益は前期比1.0％増の5,971百万円、親会

　　　社株主に帰属する当期純利益は前期比4.2％減の4,099百万円となりました。

　部門別の受注・売上の状況は次のとおりであります。
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　　　（土木部門）

　　　　土木部門におきましては、「働き方改革」に沿い業務の効率化に取り組

　　　むとともに、ゼネコンとして技術力の維持・向上に努めました。国土交通

　　　省の動きに合わせ、ＩＣＴとＣＩＭを活用した「総合建設生産システム」

　　　（現場管理の情報化システム）を推進し、可能な範囲でＣＩＭモデルの作

　　　成・活用を行いました。官公庁工事の新規受注活動では総合評価落札方式

　　　に適切に対応するとともに、技術提案力・積算力・価格競争力の強化に努

　　　め、現状の施工要員体制を踏まえた選別受注に取り組みました。

　　　　鉄道関連工事については、安全・安定輸送の確保を最優先事項とし、新

　　　幹線脱線・逸脱防止対策工事や耐震工事、維持補修工事を安全第一で施工

　　　し、昨年７月に高山線を始めとする当社営業エリア内に甚大な被害をもた

　　　らした豪雨災害の応急対応など顧客の信頼に応えることを最重点に事業を

　　　推進しました。

　　　　この結果、当連結会計年度における土木工事の受注高は７年目を迎える

　　　新幹線大規模改修工事Ⅱ期工事や橋脚修繕工事などの鉄道関連工事、ある

　　　いは高速道路耐震補強工事など採算性・効率性・特殊性を考慮した官公庁

　　　工事の選別受注に取り組んだ結果、全体として前期比4.6％増の63,212百

　　　万円となりました。

　　　　完工高におきましては、期初の繰越工事、新幹線大規模改修工事Ⅱ期工

　　　事などの確実な施工及び官公庁・民間鉄道関連の大型工事などが寄与した

　　　ことにより、前期比16.1％増の68,837百万円となりました。

　　　（建築部門）

　　　　建築部門におきましては、建設投資については底堅く、なかでも民間住

　　　宅投資、非住宅投資が堅調に推移したことから、当社は設計・積算・コス

　　　ト競争力の強化を念頭に戦略的な選別受注に取り組みました。ＢＩＭの強

　　　化はもちろん、ＺＥＢ（総合エネルギー消費量ゼロの建物）プランナーの

　　　登録により、環境配慮設計体制において初期段階に負荷をかけ問題点を洗

　　　い出し、施工の効率化と顧客への設計提案力の強化を推進しました。

　　　　耐震補強工法であるＳＭＩＣ工法事業については、予想される南海トラ

　　　フ地震に対応すべく、展示会や見学会などの催しを継続的に行い、公共施

　　　設や民間施設等の潜在的な需要を掘り起こす取り組みを行いました。

　　　　鉄道関連工事については、安全・安定輸送を確保するため、安全パト

　　　ロールの強化と社員教育を徹底し、発注者の信頼失墜を招かないよう現場

　　　の事故防止に努めました。また、新幹線大規模改修工事Ⅱ期工事への継続
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　　　的な要員協力を引続き行いました。

　　　　この結果、当連結会計年度における建築工事の受注高は、戦略的な選別

　　　受注による大型工事の受注により前期比27.7％増の29,279百万円となりま

　　　した。

　　　　完工高におきましては、期初の繰越工事高減少の影響により前期比4.9％

　　　減の26,747百万円となりました。

　　　（兼業事業部門）

　　　　兼業事業部門におきましては、日本郵便株式会社との共同事業である東

　　　海地区最大クラスのオフィスビルである「ＪＰタワー名古屋」の賃貸収入

　　　が48百万円増加した一方、連結子会社の株式譲渡により59百万円売上が減

　　　少したこと、販売用不動産売却が24百万円減少したこと等により、兼業事

　　　業の売上高は前期比4.1％減の984百万円となりました。

　　　当社個別の部門別受注高・売上高・繰越高は次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

区　　分 前期繰越高 当期受注高 当期売上高 次期繰越高

建設
事業

土木 58,619 63,207 68,832 52,994

建築 16,855 27,593 24,566 19,882

計 75,475 90,800 93,399 72,876

兼業事業 - 924 924 -

合　計 75,475 91,725 94,323 72,876

　当期の主な受注工事は次のとおりであります。

中日本高速道路㈱　　　　　　　新東名高速道路 伊勢原JCT～伊勢原北IC間管理施設新築工事

東海旅客鉄道㈱　　　　　　　　桑名駅改築

愛知県　　　　　　　　　　　　橋りょう整備事業県道羽島稲沢線新濃尾大橋下部工事

㈱フジトランスコーポレーション　　フジトランスコーポレーション豊田物流センター２号倉庫 新築工事

三菱地所レジデンス㈱　　　　　台東区小島２丁目計画新築工事

　当期の主な完成工事は次のとおりであります。

愛知県　　　　　　　　　　　　尾張北東地区新設特別支援学校（仮称）校舎建築工事

東海旅客鉄道㈱　　　　　　　　米原保線所管内土木構造物大規模改修その他工事（ＲＣ橋Ｈ３０）

鉄道建設運輸施設整備支援機構　えちぜん鉄道、福井駅外２箇所新築

千代田テクノエース㈱　　　　　日医工㈱殿向/共通仮設、建築工事 一式（Obelisk棟）

リゾートトラスト㈱　　　　　　ラグーナベイコート寮新築工事
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(２) 資金調達の状況

　当社グループの建設工事の竣工は下半期、特に第４四半期に集中する

傾向があるのに加えて、建設業では工事代金の立替負担が大きく、必要と

される運転資金は多額でありますが、その資金を安定的に調達できる体制

は整えております。

　なお、当連結会計年度末における社債及び借入金総額は4,332百万円と

なり、前連結会計年度末と比べると118百万円減少しました。

(３) 設備投資の状況

　当連結会計年度に実施しました設備投資額は716百万円となりました。

主な内訳は、事務所用地で29百万円、事務所新築・増改築等で167百万円、

機械、運搬具及び工具器具備品等の購入で519百万円などであります。

(４) 対処すべき課題

　建設業界の中長期的な受注環境は、大規模な自然災害への備えや社会資

本の老朽化への対応、あるいは堅調な企業業績に支えられ、当面は公共投

資や民間設備投資は安定的に推移する見込みであります。

　平成30年度から新たに第17次経営計画をスタートさせ、引続き４つの経

営目標を定め、あらためて、「安全と技術の名工」 「社員が誇れる企

業」を目指すことにしております。

　具体的な経営目標としましては、事故を発生させない「安全最優先の企

業風土の定着」、新幹線大規模改修工事や新幹線脱線・逸脱防止対策工事

など「長期にわたるプロジェクトの確実な施工」、鉄道工事を基盤として

官公庁・民間工事の強化を目指す「バランスのとれたゼネコンとしての総

合力の強化」、そして中長期的な要員を確保し、内部統制の充実を図り環

境変化にしっかり対応できる「持続的成長を目指す経営基盤の強化」の４

項目を掲げ、すべての目標においてワンランク上を目指し、質の向上に全

社を挙げて取り組んでいくことにしております。
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(５) 財産及び損益の状況の推移

区 分
第 75 期

(平成28年３月期)
第 76 期

(平成29年３月期)
第 77 期

(平成30年３月期)

第 78 期
(平成31年３月期)
(当連結会計年度)

売 上 高(百万円) 91,642 89,120 88,421 96,569

経 常 利 益(百万円) 5,356 5,096 5,911 5,971

親 会 社 株 主 に 帰 属

す る 当 期 純 利 益
(百万円) 3,324 3,462 4,279 4,099

１株当たり当期純利益 (円) 131.69 137.14 169.53 162.39

総 資 産(百万円) 76,819 77,329 82,461 89,780

純 資 産(百万円) 35,899 38,910 44,481 49,759

１株当たり純資産額 (円) 1,415.75 1,534.55 1,754.50 1,962.85

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年2月16日）等を
当連結会計年度の期首から適用しており、前連結会計年度に係る主要な会計指標等については、
当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

(６) 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株 式 会 社 大 軌 10百万円 100.0％ 鉄道軌道の新設・補修工事

株式会社ビルメン 50百万円 70.0％ 建築物の維持管理に伴う補修工事

名工商事株式会社 20百万円 100.0％ 損害保険の代理店業務

株式会社静軌建設 10百万円 100.0％ 鉄道軌道の新設・補修工事

(７) 主要な事業の内容（平成31年３月31日現在）

建 設 事 業
土木・建築その他建設工事全般に関する事業及びそれに付随する
事業

兼 業 事 業
不動産の賃貸・管理・仲介等に関する事業
損害保険の代理店業務
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(８) 主要な営業所（平成31年３月31日現在）

　　　当社

　　　　本　　店　　　　　　　名古屋市中村区名駅一丁目１番４号

　　　　　　　　　　　　　　　ＪＲセントラルタワーズ34階

　　　　支　　店　　　　　　　東京支店（東京都）　　　　静岡支店（静岡県）

　　　　　　　　　　　　　　　甲府支店（山梨県）　　　　名古屋支店（愛知県）

　　　　　　　　　　　　　　　大阪支店（大阪府）　　　　北陸支店（石川県）

　　　子会社

　　　　株式会社大軌（大阪府）　　　　株式会社静軌建設（静岡県）

　　　　名工商事株式会社（愛知県）　　株式会社ビルメン他１社（愛知県）

(９) 従業員の状況（平成31年３月31日現在）

①　企業集団の従業員の状況

事業の種類別セグメントの名称 従 業 員 数 前 期 末 比 増 減

建 設 事 業 1,263名 1名減

兼 業 事 業 4名 1名減

合 計 1,267名 2名減

②　当社の従業員の状況

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

1,136名 12名増 41.2歳 17.1年

(10) 主要な借入先（平成31年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額 社 債 合 計

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 700百万円 1,000百万円 1,700百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 850百万円 - 850百万円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 450百万円 200百万円 650百万円

株 式 会 社 北 陸 銀 行 650百万円 - 650百万円
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２. 会社の株式に関する事項（平成31年３月31日現在）

(１) 発行可能株式総数 65,000,000株

(２) 発行済株式の総数 27,060,000株

    (うち、自己株式数 1,815,993株 )

(３) 当期末株主数 1,821名

(４) 大株主（上位10名）

株　主　名 持 株 数 持 株 比 率

千株 ％

東 海 旅 客 鉄 道 株 式 会 社 2,139 8.47

名 工 建 設 社 員 持 株 会 1,706 6.76

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 1,200 4.75

MSIP　CLIENT　SECURITIES 1,066 4.22

株 式 会 社 り そ な 銀 行 948 3.75

株 式 会 社 北 陸 銀 行 913 3.61

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 806 3.19

興 和 株 式 会 社 635 2.51

楽 天 損 害 保 険 株 式 会 社 632 2.50

東 鉄 工 業 株 式 会 社 524 2.07

 (注) １．当社は自己株式1,815千株を保有しておりますが、当該株式には

議決権がないため上記大株主から除外しております。

２．持株比率は、自己株式を控除して計算しております。
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３．会社役員に関する事項
   (１) 取締役及び監査役の状況（平成31年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 渡  　 清  社長執行役員

取 締 役 甲 坂 友 昭 専務執行役員　経営企画部長

取 締 役 佐 藤 武 男 専務執行役員　管理本部長

取 締 役 岡 田 裕 輝 専務執行役員　土木本部長

取 締 役 里 川 幸 夫 常務執行役員　建築本部長

取 締 役 速 水 政 彦 常務執行役員　軌道本部長

取 締 役 墨 　 　 　 弘 　 昭 常務執行役員　名古屋支店長

取 締 役  原 一 生 執行役員　安全本部長

取 締 役 藤 野 陽 三

横浜国立大学 先端科学高等研究院 上席
特別教授
東京大学名誉教授
内閣府 戦略的イノベーション創造プロ
グラムプログラムディレクター
(一社)日本鋼構造協会会長

取 締 役 本 川 正 明

常 勤 監 査 役 永 田 修 嗣

常 勤 監 査 役 佐 藤 寛 爾

監 査 役 山 田 雅 雄
 名古屋市立大学特任教授
株式会社ＮＪＳ 社外取締役

監 査 役 髙 木 洋 隆

（注）１．監査役 新澤　隆氏は、平成30年６月28日開催の第77回定時株主総会終結の時をもって

辞任いたしました。

　　　２．監査役 髙木洋隆氏は、平成30年６月28日開催の第77回定時株主総会において、新たに

選任され、就任いたしました。

　　　３．藤野陽三氏及び本川正明氏は、社外取締役であります。

４．山田雅雄氏及び髙木洋隆氏は、社外監査役であります。

５．当社と各社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法

第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づ

く損害賠償責任の限度額は、法令に定める最低責任限度額としております。

６．当社は、取締役 藤野陽三氏、取締役 本川正明氏及び監査役 髙木洋隆氏を名古屋証券

取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

７．当事業年度中に取締役の担当及び重要な兼職の状況が次のとおり変更されました。

　　氏　名　　甲坂友昭

　　年月日　　平成30年10月1日付

　（変更前）　専務執行役員　経営企画部長・名駅新ビル事業推進部長

　（変更後）　専務執行役員　経営企画部長

－ 10 －

会社役員に関する事項



(２) 取締役及び監査役の報酬等の額

区 分 人 数 報 酬 等 の 額

取 締 役 10名 222百万円

（ う ち 社 外 取 締 役 ） (2名) (15百万円)

監 査 役 5名 52百万円

（ う ち 社 外 監 査 役 ） (3名) (15百万円)

合 計 15名 275百万円

（注）１．報酬等の額には、当事業年度中に役員賞与引当金繰入額として費用計上した64百万円

（取締役賞与54百万円、監査役賞与９百万円）が含まれております。

２．監査役の人数と報酬等の額には、平成30年６月28日開催の第77回定時株主総会終結の

時をもって辞任した監査役１名を含んでおります。

(３) 社外役員に関する事項

　①他の会社の業務執行取締役等の重要な兼職の状況

　　　　　　取締役 藤野陽三氏は、横浜国立大学 先端科学高等研究院 上席特

　　　　　別教授・東京大学名誉教授・内閣府 戦略的イノベーション創造プロ

　　　　　グラム プログラムディレクター・(一社）日本鋼構造協会会長を兼職

　　　　　しております。尚、当社との間に特段の取引関係はありません。

　　　　　　監査役 山田雅雄氏は、名古屋市立大学特任教授・株式会社ＮＪＳ

　　　　　社外取締役を兼職しております。尚、当社との間に特段の取引関係は

　　　　　ありません。

　②当事業年度における主な活動状況

　　　　　　取締役 藤野陽三氏は、当事業年度に開催された取締役会全12回の

　　　　　うち11回に出席しております。取締役 本川正明氏は、当事業年度に

　　　　　開催された取締役会全てに出席しております。

　　　　　　監査役 山田雅雄氏は、当事業年度に開催された取締役会及び監査

　　　　　役会の全てに出席しております。監査役 髙木洋隆氏は、平成30年6月

　　　　　28日開催の第77回定時株主総会において選任されたため、取締役会及

　　　　　び監査役会の出席回数が他の役員と異なります。監査役 髙木洋隆氏

　　　　　は、就任後に開催された取締役会10回及び監査役会9回全てに出席し

　　　　　ております。

　　　　　　また、それぞれ適宜意見交換を行い、意思決定の妥当性・適正性を

　　　　　確保するための発言を行っております。さらに、内部統制上の諸問題

　　　　　やコンプライアンス並びに事業のリスク対応について発言・助言を

　　　　　行っております。
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４. 会計監査人に関する事項

(１) 会計監査人の名称　　　　EY新日本有限責任監査法人

 （注）当社の会計監査人であった新日本有限責任監査法人は、平成30年７月１日をもって、

　　　 EY新日本有限責任監査法人に名称を変更しております。

(２) 会計監査人の報酬等の額

支 払 額

①当期に係る会計監査人としての報酬等の額 28百万円

②当社及び当社の子会社が会計監査人に支払うべき金銭
その他財産上の利益の合計額

28百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、「会社法」に基づく監査と「金融

商品取引法」に基づく監査の監査報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分で

きないため、①の金額にはこれらの合計額を記載しております。

　　　２．監査役会は、会計監査人の過年度の監査計画と実績の状況及び監査報酬の推移を

確認し、当事業年度の監査内容、監査時間及び報酬額の見積りの妥当性を検討した

結果、会計監査人の報酬について同意しております。

(３) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　当社都合の場合の他、当社会計監査に当たり、当該会計監査人が、会社

法・公認会計士法の法令に違反・抵触した場合又は、公序良俗に反する行

為があったと判断した場合、監査役会は、その事実に基づき当該会計監査

人の解任又は不再任に関する議案を決定し、当社取締役会は当該決定に基

づき、当該議案を株主総会に提出いたします。
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５．当社グループの取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

　　るための体制、その他業務の適正を確保するための体制

　(１) 当社グループの内部統制システム構築にあたっての基本的考え方

　　　　当社グループは、法令等を遵守し、安全第一を旨とし、地球環境に配慮

し、誠実さと技術力で常に顧客に満足していただけるものを提供すること

により、顧客・株主・社員・地域等からの信頼の確立を図り、企業価値を

高めることを目指す。

　(２) 取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制

　 ①コンプライアンスに関する規程及び行動規範に基づき、社員教育等を

行い、コンプライアンス重視の意識浸透を図る。併せて取締役、監査

役に対し同様な基準に基づき、意識浸透を図る。

 　 ②職務執行の適法性を確保するため、内部監査部門の監査を中心とした

体制整備を行い、内部監査部門は監査の方針、計画及び監査結果につ

いて、定例的に報告する等、取締役と緊密に連携する。

　  ③内部通報制度を整備し、コンプライアンスに関する社員等からの通

報・相談窓口を設置する。

 　 ④反社会的勢力とは取引関係及びその他の関係を持たないよう、取引先

等の審査、選定を実施する。

　(３) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　 ①当社は、社内規程に基づき、取締役会・経営会議等の議事録を作成し、

期限を定めて保存するとともに、取締役及び社員等の重要な職務の執

行及び決裁に係る情報についても記録し、期限を定めて保存する。

 　②当社の保有する情報については、適切な管理と漏洩の防止のための基

本ルールを定めるとともに、文書情報及び情報システム関連情報、並

びに個人情報について、それぞれの社内規程に基づき、適切に管理す

る。

　(４) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　 ①当社は、災害・事故・環境・経営などに係る各種リスクに関する規程・

マニュアル等を整備し、適切に管理する。

 　②全社的なリスク管理強化のため、危機管理委員会を設置し、適切に管

理する。
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　(５) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

 　①当社グループ全体に影響を及ぼす重要事項については、毎月開催され

る取締役会により多面的な検討と意思決定を行う。

　 ②取締役会の方針に基づき、効率的な業務執行を行うため、執行役員を

設けるとともに、社長が指名する執行役員、監査役代表をもって構成

する経営会議を設置する。

 　③組織・事務分掌と職務権限に関する社内規程に基づき、取締役の職務

執行並びに社員等の業務執行を効率的に実施する。

　 ④取締役及び社員等で、当社グループの中長期経営計画並びに毎期事業

計画を策定し、その執行状況を取締役会で監視する。

　(６) 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

　　 　 ①関係会社規程により経営内容、事業計画等の状況確認及び当社の経営

情報の伝達を図るため子会社連絡会を開催する。

　 ②当社グループに対する監査役による調査を実施する。

　 ③当社グループに対する内部監査部門による監査を実施する。

 　④グループ全体に影響を及ぼす重要事項については、取締役会で検討、

意思決定を行う。

　 ⑤内部通報制度に基づく通報・相談窓口の設置を、グループ各社の社員

等へ周知する。

 　⑥危機管理に係る規程により、子会社はリスクに関する管理体制を構築

する。

　 ⑦当社グループの役員・社員の職務の執行が法令及び定款に適合するこ

とを確保するためコンプライアンスに関する規程及び行動規範に基づ

き、社員教育等を行い、コンプライアンス重視の意識浸透を図る。

　(７) 監査役を補助すべき使用人について

①必要に応じて監査役の職務補助スタッフを置くこととし、その人事に

　　　 ついて取締役は監査役と協議し、独立性確保に努める。

 　　②監査役の職務の補助業務を担当する使用人が、その業務に関して監査

役から指示を受けたときは、専らその指揮命令に従う体制を整備する。
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　(８) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制、その他の監査役への

報告に関する体制

 　①当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事実、不正もしくは

法令・定款違反等が発生した場合、当社グループの社員等は取締役に

すみやかに報告し、取締役は監査役にすみやかに報告する。

　 ②監査役が、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、

取締役会及び経営会議等の重要な会議に出席するとともに、主要な稟

議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締

役又は社員等にその説明を求める。

 　③当社グループの役員・社員が上記各項に係る通報をしたことを理由と

して、不利益な取扱いをすることを禁止する。

　(９) 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続きその他

の当該職務の執行について生ずる費用又は償還の処理に係る方針に関す

る事項

　　　　当社は、監査役が必要に応じて、法律・会計等の専門家に相談すること

ができ、その費用は会社が負担することとする。また職務の執行について

必要な費用の前払等の請求をしたときは、速やかに当該費用又は債務を処

理する。

　(10) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　 ①監査の実効性を確保するため、取締役及び社員等から監査役に報告す

べき事項を定め経営・業績に影響を及ぼす重要な事項について監査役

が都度報告を受ける。

　 ②監査役が会計監査人、内部監査部門、子会社監査役等と情報交換を密

にし、必要に応じて連携する。

 　③監査役会及び監査役は、代表取締役、会計監査人それぞれとの間で随

時、意見交換を実施できる。

　 ④監査役会は社外取締役との間で随時、意見交換を実施する。
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６．業務の適正を確保するための体制の運用状況について

　　　以上の方針に基づき、当連結会計年度に実施した当社グループにおける内

部統制システムの主な運用状況は以下のとおりであります。

　(１) 重要な会議の開催状況

　　　　取締役会を年12回開催し、法令等に定められた事項や経営方針・予算の

策定等経営に関する重要事項を決定し、経営業績の分析・対策・評価を検

討するとともに法令・定款等への適合性及び業務の適正性の観点から審議

いたしました。

　　　　監査役会を年13回開催し、監査方針、監査計画を協議決定し、重要な社

内会議への出席、業務及び財産の状況の監査、取締役の職務の監査、法令・

定款等の遵守について監査いたしました。

　(２) コンプライアンス

　　　　当社グループは、コンプライアンスに関する規程及び行動規範に基づき、

社員教育等を年28回行い、コンプライアンス重視の意識浸透を図りました。

併せて取締役、監査役に対し同様な基準に基づき、意識浸透を図っており

ます。また、内部通報窓口につきましても内部窓口のコンプライアンス部

に加え、外部窓口として弁護士事務所を設置しております。

　(３) リスク管理

　　　　全社的なリスク管理強化のため、社長を委員長とする危機管理委員会を

年４回開催いたしました。当社グループにおけるリスク分類として災害・

事故関連、社会・経済関連、経営全般における各種リスクについて情報収

集、分析及び評価を行い必要に応じ、当社取締役会に提言しております。

  (４) 監査役の監査体制

　　　　当社の監査役は年13回、監査役会を開催し、情報交換を行っております。

　　　また、監査の実効性を確保するため、取締役及び社員等から監査役に報告

すべき事項を定めており、重要な事項について監査役が都度報告を受けて

おります。さらに年２回、監査役、社外取締役、社外監査役が意見交換を

行う「監査役、社外取締役会議」を設置し、社外取締役との連携を図りま

した。また、監査役は会計監査人、内部監査部門、子会社監査役等と情報

交換を密にし、連携しております。
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７．剰余金の配当等の決定方針

当社は安定収益を確保して、株主資本の充実や設備投資に備えた内部留保

を行いながら、安定配当を行うことを基本方針としておりますが、当社グル

ープの当期の業績や今後の事業展開を総合的に勘案し、１株当たり１円増額

し年19円といたします。

当期の期末配当は令和元年６月10日を配当支払開始日として１株につき10

円とし、中間・期末合計で年19円の配当を実施する予定であります。

来期以降につきましても中間・期末の合算で１株当たり年19円の配当とす

る方針であります。

(注)　本事業報告の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成31年３月31日現在）

（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金　　額 科 目 金　　額

流 動 資 産

現 金 預 金

受取手形・完成工事未収入金等

電 子 記 録 債 権

未 成 工 事 支 出 金

その他のたな卸資産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物

機械、運搬具及び工具器具備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

そ の 他

貸 倒 引 当 金

55,118

8,263

43,494

663

961

202

1,557

△24

34,662

12,086

7,359

782

3,942

2

709

686

23

21,866

21,378

509

△21

流 動 負 債 31,883

支払手形・工事未払金等 12,284

電 子 記 録 債 務 7,910

短 期 借 入 金 1,318

1年以内償還予定の社債 1,000

未 払 法 人 税 等 1,160

未 成 工 事 受 入 金 1,132

完成工事補償引当金 21

工 事 損 失 引 当 金 230

賞 与 引 当 金 2,548

役 員 賞 与 引 当 金 73

そ の 他 4,203

固 定 負 債 8,138

社 債 200

長 期 借 入 金 1,814

繰 延 税 金 負 債 3,099

退職給付に係る負債 2,249

そ の 他 774

負 債 合 計 40,021

純 資 産 の 部

株 主 資 本 39,500

資 本 金 1,594

資 本 剰 余 金 1,823

利 益 剰 余 金 37,031

自 己 株 式 △948

その他の包括利益累計額 10,050

その他有価証券評価差額金 10,345

退職給付に係る調整累計額 △295

非 支 配 株 主 持 分 209

純 資 産 合 計 49,759

資 産 合 計 89,780 負 債 純 資 産 合 計 89,780

(注)　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（平成30年４月１日から
平成31年３月31日まで）

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高

完 成 工 事 高 95,585

兼 業 事 業 売 上 高 984 96,569

売 上 原 価

完 成 工 事 原 価 85,090

兼 業 事 業 売 上 原 価 709 85,799

売 上 総 利 益

完 成 工 事 総 利 益 10,494

兼 業 事 業 総 利 益 274 10,769

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,061

営 業 利 益 5,708

営 業 外 収 益

受 取 利 息 0

受 取 配 当 金 240

受 取 地 代 家 賃 77

そ の 他 32 350

営 業 外 費 用

支 払 利 息 75

そ の 他 11 87

経 常 利 益 5,971

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 1

そ の 他 0 1

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 13

有 価 証 券 評 価 損 17

そ の 他 0 31

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 5,941

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,132

法 人 税 等 調 整 額 △310 1,822

当 期 純 利 益 4,118

非支配株主に帰属する当期純利益 19

親会社株主に帰属する当期純利益 4,099

(注)　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（平成30年４月１日から
平成31年３月31日まで）

（単位：百万円）

株　主　資　本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,594 1,823 33,436 △948 35,905

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △504 △504

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

4,099 4,099

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 - - 3,594 △0 3,594

当 期 末 残 高 1,594 1,823 37,031 △948 39,500

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券
評価差額金

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 8,577 △192 8,385 190 44,481

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △504

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

4,099

自 己 株 式 の 取 得 △0

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

1,767 △103 1,664 19 1,683

当 期 変 動 額 合 計 1,767 △103 1,664 19 5,278

当 期 末 残 高 10,345 △295 10,050 209 49,759

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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貸　借　対　照　表
（平成31年３月31日現在）

（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金　　額 科 目 金　　額

流 動 資 産

現 金 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

完成工事未収入金

販 売 用 不 動 産

未 成 工 事 支 出 金

材 料 貯 蔵 品

未 収 入 金

立 替 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物

機 械 ・ 運 搬 具

工 具 器 具 ・ 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

53,774

7,411

1,297

600

41,835

168

900

30

412

1,051

88

△24

34,749

11,914

7,294

390

388

3,838

2

709

685

23

22,125

21,154

552

5

61

372

△21

流 動 負 債 31,931

支 払 手 形 1,116

電 子 記 録 債 務 7,910

工 事 未 払 金 10,816

短 期 借 入 金 1,918

1年以内償還予定の社債 1,000

未 払 金 347

未 払 費 用 189

未 払 法 人 税 等 1,128

未 成 工 事 受 入 金 1,132

預 り 金 1,090

完成工事補償引当金 21

工 事 損 失 引 当 金 230

賞 与 引 当 金 2,462

役 員 賞 与 引 当 金 64

そ の 他 2,503

固 定 負 債 7,731

社 債 200

長 期 借 入 金 1,814

繰 延 税 金 負 債 3,191

退 職 給 付 引 当 金 1,776

そ の 他 750

負 債 合 計 39,663

純 資 産 の 部

株 主 資 本 38,604

資 本 金 1,594

資 本 剰 余 金 1,760

資 本 準 備 金 1,746

その他資本剰余金 13

利 益 剰 余 金 36,199

利 益 準 備 金 398

その他利益剰余金 35,800

固定資産圧縮積立金 662

別 途 積 立 金 30,635

繰越利益剰余金 4,502

自 己 株 式 △948

評価・換算差額等 10,255

その他有価証券評価差額金 10,255

純 資 産 合 計 48,860

資 産 合 計 88,523 負 債 純 資 産 合 計 88,523

(注)　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

（平成30年４月１日から
平成31年３月31日まで）

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高

完 成 工 事 高 93,399

兼 業 事 業 売 上 高 924 94,323

売 上 原 価

完 成 工 事 原 価 83,242

兼 業 事 業 売 上 原 価 679 83,922

売 上 総 利 益

完 成 工 事 総 利 益 10,156

兼 業 事 業 総 利 益 244 10,400

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,862

営 業 利 益 5,538

営 業 外 収 益

受 取 利 息 配 当 金 239

受 取 地 代 家 賃 88

そ の 他 28 357

営 業 外 費 用

支 払 利 息 77

そ の 他 10 88

経 常 利 益 5,807

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 1

そ の 他 0 1

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 13

投 資 有 価 証 券 評 価 損 11

そ の 他 0 26

税 引 前 当 期 純 利 益 5,782

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,072

法 人 税 等 調 整 額 △306 1,765

当 期 純 利 益 4,017

(注)　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（平成30年４月１日から
平成31年３月31日まで）

（単位：百万円）

株　主　資　本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金

固定資産
圧縮積立金

固定資産
圧縮特別勘定

積立金
別途積立金

繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 1,594 1,746 13 1,760 398 662 91 26,835 4,699

当 期 変 動 額

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 の 積 立 13 △13

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 の 取 崩 △12 12

固定資産圧縮特別勘定積立金の取崩 △91 91

別 途 積 立 金 の 積 立 3,800 △3,800

剰 余 金 の 配 当 △504

当 期 純 利 益 4,017

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の当期中
の 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 - - - - - 0 △91 3,800 △197

当 期 末 残 高 1,594 1,746 13 1,760 398 662 - 30,635 4,502

株主資本
評価・換算差額等

純資産合計
利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益剰余金合計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等
合計

当 期 首 残 高 32,686 △948 35,092 8,506 8,506 43,599

当 期 変 動 額

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 の 積 立 - - -

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 の 取 崩 - - -

固定資産圧縮特別勘定積立金の取崩 - - -

別 途 積 立 金 の 積 立 - - -

剰 余 金 の 配 当 △504 △504 △504

当 期 純 利 益 4,017 4,017 4,017

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0 △0

株主資本以外の項目の当期中
の 変 動 額 ( 純 額 )

1,748 1,748 1,748

当 期 変 動 額 合 計 3,512 △0 3,512 1,748 1,748 5,260

当 期 末 残 高 36,199 △948 38,604 10,255 10,255 48,860

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書

令和元年５月９日

名工建設株式会社
取締役会　御中

         EY新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 中 川 昌 美 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 倉 持 直 樹 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、名工建設株式会社の平成30年４月１
日から平成31年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連
結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連
結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類
に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な
虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ
き監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実
施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な
虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性に
ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況
に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部
統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含
まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、名工建設株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類
に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認
める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書

令和元年５月９日

名工建設株式会社
取締役会　御中

         EY新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 中 川 昌 美 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 倉 持 直 樹 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、名工建設株式会社の平成30年
４月１日から平成31年３月31日までの第78期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行っ
た。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者
が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及び
その附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公
正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書
類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るため
に、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手する
ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書
類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監
査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びそ
の附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が
採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体
としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び
損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成30年４月１日から平成31年３月31日までの第78期事業
年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ
き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1)監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実
施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。
(2)各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方
針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思
疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の
方法で監査を実施しました。
　①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職

務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な
決裁書類等を閲覧し、本店及び主要な事業所において業務及び財産の
状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役
及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社
からの事業の報告を受けました。

　②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合
することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社からな
る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施
行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役
会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シ
ステム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況
について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明
いたしました。なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等
及びEY新日本有限責任監査法人から当該内部統制の評価及び監査の状
況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している
かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監
査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」
を「監査に関する品質管理基準」等に従って整備している旨の通知を
受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計
算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及
びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連
結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

－ 26 －

監査役会の監査報告



２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及

び取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含

め、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

　　　　　　令和元年５月15日

名 工 建 設 株 式 会 社 　 監 査 役 会

常 勤 監 査 役 永 田 修 嗣 

常 勤 監 査 役 佐 藤 寛 爾 

社 外 監 査 役 山 田 雅 雄 

社 外 監 査 役 髙 木 洋 隆 

以　上

－ 27 －

監査役会の監査報告



株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案　 取締役10名選任の件

　　取締役全員（10名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つき

　ましては、取締役10名の選任をお願いするものであります。

　　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

氏　　名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 数

１

わた

渡
 

 
なべ


 

 
 

　
 

 
きよし

清
(昭和28年５月10日生)

平成18年６月　東海旅客鉄道株式会社総合企画本部 

副本部長

平成20年６月　同執行役員東海道新幹線21世紀対策

本部副本部長　建設工事部東京建設

部長

平成26年10月　同常務執行役員建設工事部長　中央

新幹線推進本部中央新幹線建設部名

古屋建設部長　建設部門統括担当

平成28年６月　当社代表取締役社長

　　　　　　　　（現在に至る）

3,300株

２
こう

甲
 

 
さか

坂
 

 
とも

友
 

 
あき

昭
(昭和28年12月５日生)

平成20年７月　東海旅客鉄道株式会社東海道新幹線

21世紀対策本部リニア開発本部副本

部長

平成24年７月　当社常務執行役員名駅新ビル事業推

進部長（当社出向）

平成25年６月　同取締役常務執行役員経営企画部長

名駅新ビル事業推進部長（当社出向）

平成26年１月　同取締役常務執行役員経営企画部長

名駅新ビル事業推進部長

平成27年６月　同取締役専務執行役員経営企画部長

名駅新ビル事業推進部長

平成30年10月　同取締役専務執行役員経営企画部長

　（現在に至る）

3,400株

３
さ

佐
 

 
とう

藤
 

 
たけ

武
 

 
お

男
(昭和29年２月26日生)

平成６年11月　株式会社東海銀行 尼崎支店長

平成14年１月　株式会社UFJ銀行 今池支店長

平成17年５月　同執行役員 大阪法人営業第２部長

平成18年１月　株式会社三菱東京UFJ銀行 執行役員

大阪営業本部大阪営業第四部長

平成20年６月　エムエスティ保険サービス株式会社

代表取締役副社長

平成24年６月　当社取締役常務執行役員管理本部長

平成28年６月　同取締役専務執行役員管理本部長

　（現在に至る）

3,200株

－ 28 －

取締役選任議案



候補者
番　号

氏　　名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 数

４
おか

岡
 

 
だ

田
 

 
ゆう

裕
 

 
き

輝
(昭和29年11月８日生)

昭和52年４月　当社入社

平成17年６月　同名古屋支店土木部長

平成20年６月　同執行役員土木本部土木部長

平成22年６月　同執行役員大阪支店長

平成24年６月　同取締役執行役員大阪支店長

平成26年６月　同取締役常務執行役員名古屋施工本

部長

平成28年６月　同取締役常務執行役員土木本部長

平成29年６月　同取締役専務執行役員土木本部長

　（現在に至る）

10,900株

５
さと

里
 

 
がわ

川
 

 
ゆき

幸
 

 
お

夫
(昭和32年３月18日生)

昭和54年４月　当社入社

平成15年６月　同名古屋支店建築部長

平成20年７月　同建築本部建築部長

平成21年６月　同執行役員建築本部建築部長

平成22年６月　同執行役員北陸支店長

平成25年６月　同取締役執行役員建築本部長

平成26年６月　同取締役常務執行役員建築本部長

　（現在に至る）

8,900株

６
はや

速
 

 
みず

水
 

 
まさ

政
 

 
ひこ

彦
(昭和29年５月30日生)

平成20年７月　東海旅客鉄道株式会社関西支社工務

部部長

平成22年７月　同東海鉄道事業本部工務部担当部長

平成24年６月　当社執行役員名古屋施工本部軌道部

長（当社出向）

平成26年６月　同執行役員名古屋施工本部軌道部長

平成26年６月　同取締役常務執行役員軌道本部長

　（現在に至る）

3,100株

７
すみ

墨
 

 
 

　
 

 
ひろ

弘
 

 
あき

昭
(昭和30年４月８日生)

昭和53年４月　当社入社

平成18年６月　同名古屋支店土木第二工事部長

平成22年７月　同名古屋支店土木部長

平成24年６月　同執行役員甲府支店長

平成27年６月　同常務執行役員静岡支店長

平成28年６月　同取締役常務執行役員名古屋支店長

　　　　　　　　（現在に至る）

7,900株

８
くわ


 

 
はら

原
 

 
かず

一
 

 
お

生
(昭和30年５月９日生)

平成20年７月　東海旅客鉄道株式会社建設工事部担

当部長

平成24年７月　当社土木本部土木技術部長（当社出向）

平成26年６月　同執行役員安全本部長　技術部長

（当社出向）

平成27年６月　同執行役員安全本部長　技術部長

平成28年６月　同執行役員安全本部長

平成29年６月　同取締役執行役員安全本部長

　　　　　　　　（現在に至る）

2,300株

－ 29 －

取締役選任議案



候補者
番　号

氏　　名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 数

９ 　
もと

本
 

 
かわ

川
 

 
まさ

正
 

 
あき

明
(昭和26年９月２日生)

平成19年６月　東邦瓦斯株式会社取締役常務執行役員

平成23年６月　同代表取締役専務執行役員

平成24年６月　同代表取締役副社長執行役員

平成26年６月　東邦ガス情報システム株式会社　　

　　　　　　　代表取締役社長

平成28年６月　当社社外取締役

　　　　　　　　（現在に至る）

900株

10

　＊

　
いし

石
 

 
かわ

川
 

 
まさ

正
 

 
とし

俊
(昭和29年８月22日生)

平成11年４月　東京大学大学院工学系研究科計数工学専攻教授

平成14年４月　同総長特任補佐

平成17年４月　同理事・副学長

平成18年４月　同情報理工学系研究科副研究科長

平成28年４月　同研究科長

平成31年４月　同システム情報学専攻教授

（現在に至る）

（重要な兼職の状況）

　国際計測連合ＩＭＥＫＯ会長

　株式会社エクスビジョン取締役

0株

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

　　　２．＊印は、新任の候補者であります。

　　　３．本川正明氏、石川正俊氏は、社外取締役候補者であります。

　　　４．候補者 本川正明氏は、他社において長年会社経営に携わってこられ、その豊富な経

験・見識を当社の経営に反映していただくため、社外取締役として選任をお願いする

ものであります。本川正明氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役

としての在任期間は、本総会終結の時をもって３年となります。上記の理由により、

社外取締役としての職務を適切に遂行することができると判断しております。

　　　５．候補者 石川正俊氏は、学識経験者としての豊富な経験と専門的な知識を当社の経営に

反映していただくため、社外取締役として選任をお願いするものであります。

　　　６．当社は本川正明氏との間で、当社定款および会社法第427条第１項の規定に基づき、同

法第423条第１項に定める損害賠償責任を法令が定める額に限定する契約を締結して

おります。同氏の再任が承認された場合は、当該契約を継続する予定であります。

　　　７．石川正俊氏が社外取締役に選任された場合、当社は同氏との間で、当社定款および会

社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項に定める損害賠償責任を法令

が定める額に限定する契約を締結する予定であります。

　　　８．本川正明氏、石川正俊氏が社外取締役に選任された場合、当社は両氏を上場している

名古屋証券取引所の定めに基づき、独立役員として届け出る予定であります。

－ 30 －

取締役選任議案



第２号議案　 監査役４名選任の件

　　本総会終結の時をもって監査役　永田修嗣氏、佐藤寛爾氏、髙木洋隆氏は任

期満了となり、監査役　山田雅雄氏は辞任されます。つきましては、監査役４

名の選任をお願いするものであります。なお、監査役候補者　田宮正道氏は、

監査役　山田雅雄氏の補欠として選任されることとなりますので、その任期は、

当社定款の定めにより、前任者の任期満了の時までとなります。

　　また、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　　監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

氏　　名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 数

１
さ

佐
 

 
とう

藤
 

 
かん

寛
 

 
じ

爾
（昭和30年７月23日生）

昭和53年４月　当社入社

平成22年７月　同名古屋支店総務部長

平成23年７月　同東京支店総務部長

平成24年７月　同本店監査部長

平成27年６月　同常勤監査役　　　　　　　　　　

　（現在に至る）

14,100株

２
たか

髙
 

 
ぎ

木
 

 
ひろ

洋
 

 
たか

隆
(昭和25年11月13日生)

平成19年７月　中部電力株式会社 常務執行役員　

流通本部工務部長

平成21年７月　同常務執行役員 名古屋支店長

平成24年６月　中部精機株式会社 代表取締役社長

平成30年６月　当社社外監査役

　　　　　　　　（現在に至る）

300株

 ３

　＊
わか

若
 

 
すぎ

杉
 

 
しゅう

修
 

 
じ

司
(昭和32年８月５日生)

昭和55年４月　当社入社

平成22年７月　同名古屋支店土木工務部長

平成24年７月　同安全本部労働安全部長

平成28年７月　同安全本部安全推進部長

（現在に至る）

1,000株

４

　＊
た

田
 

 
みや

宮
 

 
まさ

正
 

 
みち

道
（昭和29年1月14日生）

平成20年４月　名古屋市住宅都市局理事

平成22年４月　同住宅都市局長

平成26年４月　同副市長

平成28年６月　名古屋ガイドウェイバス株式会社　

代表取締役社長

令和元年６月　同退任（予定）

0株

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

　　　２．＊印は、新任の候補者であります。

　　　３．髙木洋隆氏、田宮正道氏は、社外監査役候補者であります。

　　　４．候補者 髙木洋隆氏は、他社において長年会社経営に携わってこられ、その豊富な経

験・見識を当社の監査業務に活かしていただけるものと判断したため、社外監査役と

して選任をお願いするものであります。髙木洋隆氏は、現在、当社の社外監査役であ

りますが、監査役としての在任期間は、本総会終結の時をもって１年となります。上

記の理由により、社外監査役としての職務を適切に遂行することができると判断して

おります。

－ 31 －

監査役選任議案



　　　５．候補者 田宮正道氏は、行政、民間と幅広く豊富な経験を有しており、その経験・見識

を当社の監査業務に活かしていただけるとものと判断したため、社外監査役として選

任をお願いするものであります。

　　　６．当社は、髙木洋隆氏との間で、当社定款および会社法第427条第１項の規定に基づき、

同法第423条第１項に定める損害賠償責任を法令が定める額に限定する契約を締結し

ております。同氏の再任が承認された場合は、当該契約を継続する予定であります。

　　　７．田宮正道氏が社外監査役に選任された場合、当社は同氏との間で、当社定款および会

社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項に定める損害賠償責任を法令

が定める額に限定する契約を締結する予定であります。

　　　８．髙木洋隆氏、田宮正道氏が社外監査役に選任された場合、当社は両氏を上場している

名古屋証券取引所の定めに基づき、独立役員として届け出る予定であります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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　　　　会　　場：愛知県清須市枇杷島駅前東一丁目１番１
　　　　　　　　　名工建設株式会社　５階　会議室
　　　　　　　　　TEL 052-746-1600
　　　　交通機関：JR東海道本線 枇杷島駅下車 東口より徒歩１分

　　　　尚、駐車場がございませんので、公共交通機関をご利用ください。
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